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【質問】私は現在、医療機器の販売を目的とす

る有限会社の取締役をしています。私が実際

の経営をしていますが、出資割合は20%で、

80%は創業者の父が持っていました。父が最

近亡くなり、相続人は母と弟です。法改正で有

限会社はなくなり、特例有限会社となったと聞

いていますが、どのように変わったのですか。

また、私はとの事業とは別に、個人として防犯

関係のグッズの販売をしており、業績は順調な

ので法人化したいと思っていますが、どのよう

な会社形態にすれば良いですか。

【回答】平成 18年5月、会社法が施行され、

会社は、株式会社、合名会社、合資会社、合同

会社の4種類とされ、有限会社がなくなり、合

同会社が新設されました。

有限会社は、会社法施行後は、当然に株式会

社となって、社員総会は株主総会、社員は株主、

持分は株式、出資1口は 1株とみなされていま

す。しかし、役員任期に関する制限はなく、決

算の公告義務もないなど、有限会社法で認めら

れたメリットがそのまま残っています。

特例有限会社は、定款変更をして、通常の株

式会社となることも可能ですが、役員の任期に

ついて法定の制限が及び、決算の公告義務も生

じます。また、会社の発行する株式は譲渡制限

株式であり、公開会社になることはできません。

株主の譲渡承認は株主総会が行うことになりま

すが、株主聞の株式の識渡は自由です。

取締役会・監査役会・会計監査人等は認めら

れておらず、法定機関としては株主総会と取締

役以外には監査役(会計監査)しか設置できま

せん。従って、特例有限会社の支配権について

は、株式会社と同じように考えておけばいいで

しょう。

次に、会社形態の選択についてですが、さき

に説明した通り、会社形態は 4種類あります。

登記件数から見ると、平成28年時点で、株式

会社77.10%、特例有限会社 18. 1 %、合

同会社4.8%となっています。合名会社、合

資会社はとても少ないです。ところで、令和2

年の新設会社のうち、合同会社は3万424社

で、他の3種類の会社形態と比べると、増加率

がきわだっています。

合同会社は、社員がすべて有限責任社員で、

出資の範囲内に責任が限定されていること、株

主総会が必要なく、定款自治が可能で、経営の

自由度の高さが大きな魅力です。

合名会社と合資会社は、全社員若しくは一部

社員が、 1!時限責任社員となり、会社の債務につ

いて個人責任を負うことから、ほとんど選択さ

れません。実は私も、合同会社は株式会社と比

較して対外的な信頼が低いので、あまり選択さ

れないだろうと予想していました。しかし、合

同会社は、広範な定款自治や、簡略な統治構造

などに注目が集まり、間接有限責任であること

も手伝って、予想以上に普及しました。さらに、

設立費用も少ないことが魅力です。

合同会社は、不動産業、経営コンサルタント

業、専門・技術サービス業、情報サービス関連、

飲食業でよく利用されています。
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